
株式会社アクアライン｜証券コード：6173

株主総会にご出席いただけない場合

第29期
定時株主総会招集ご通知

日時 2024年５月31日（金曜日）午前10時
（受付開始は午前９時を予定しております。）

場所 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号
新霞が関ビルディング「灘尾ホール」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

議案 第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役４名選任の件

郵送により議決権を行使くださいますよう
お願い申し上げます。

議 決 権
行使期限

2024年５月30日（木曜日）
午後６時まで

お知らせ
経営近況報告会は今回も開催いたしませんの
で、あらかじめご了承いただきますようお願い
申し上げます。
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お客様から「ありがとう」が聞けるサービスを提供いたします。

従業員が「楽しさ」「やりがい」を感じられる
職場環境を整備いたします。

取引先様から「よかった」と
言っていただけるお付き合いを心がけます。

株主・投資家の皆様から「応援」していただけるよう
成長と企業価値の最大化を図ります。

社会から「必要」とされる存在であり続けるよう努力いたします。

株主の皆様へ
株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼

申し上げます。
当社第29期（2024年２月期）定時株主総会招集ご通知を

お届けいたします。
代表取締役社長

企業理念
時代と共に歩み、お客様から学び、従業員と共に成長します。
アクアラインは生活に欠かすことのできない「水」をテーマに皆さまの住環境の充実、
生活の質の向上に貢献します。
私たちアクアラインは、お客様、従業員、取引先様、株主・投資家様、社会の
すべての方々にとっての「FIRST BEST」であることを目指します。
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証券コード 6173
2024年５月16日

（電子提供措置の開始日2024年５月９日）
株 主 各 位

広 島 市 中 区 上 八 丁 堀 ８ 番 ８ 号
株 式 会 社 ア ク ア ラ イ ン
代表取締役社長 大 垣 内 剛

第29期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第29期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第29期定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.aqualine.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト （上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を選択の上、ご確
認ください。）

なお、当日のご出席に代えては、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供
措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2024年５月30日（木曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2024年５月31日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号

新霞が関ビルディング「灘尾ホール」
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参照いただき、お間違いの
ないようご注意ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第29期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）事業報告及び連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第29期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役４名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎ 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
◎ 本総会の決議結果につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト※に掲載させていただき、書面による決議通知はお送り

いたしませんので、ご了承ください。
※当社ウェブサイト https://www.aqualine.jp/
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第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由
(１）当社の事業内容の多様化および今後の事業内容に対応するため、現行定款の事業目的を追加するもので

あります。
(２）経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制構築及び経営基盤の一層の強化と充実を図るため、取締役

に役付取締役として、新たに取締役副社長を定めることができる旨を追加するものであります。
２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

１． (条文省略)
２．目的

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
(１)～(35) (条文省略)

(新設)

(新設)

(36) （現行どおり）
3．～21． (条文省略)
22. 代表取締役及び役付取締役
(１) (条文省略)
(２) 取締役会はその決議によって、取締役社長１

名、必要に応じて専務取締役及び常務取締役各
若干名を定めることができる。

１． （現行どおり）
２．目的

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
(１)～(35) （現行どおり）
(36) 経理、労務、法務、給与計算、購買、車両管理

及び各種手続きに関する事務代行
(37) 人材採用活動、人材育成、コールセンター、マ

ーケティングに関する支援及びコンサルティン
グ業

(38) （現行どおり）
3．～21． （現行どおり）
22. 代表取締役及び役付取締役
(１) （現行どおり）
(２) 取締役会はその決議によって、取締役社長１

名、必要に応じて取締役副社長、専務取締役及
び常務取締役各若干名を定めることができる。
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現行定款 変更案

23. 業務の執行
(１) 当会社の業務は、取締役社長がこれを統括し、

専務取締役又は常務取締役は、取締役社長を補
佐してこれを分掌する。

(２) (条文省略)
24．～47. (条文省略)

23. 業務の執行
(１) 当会社の業務は、取締役社長がこれを統括し、

取締役副社長、専務取締役又は常務取締役は、
取締役社長を補佐してこれを分掌する。

(２) （現行どおり）
24．～47. （現行どおり）
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第２号議案 取締役４名選任の件

本総会終結の時をもって取締役５名全員が任期満了となります。つきましては、経営効率化のため１名減員
し、取締役４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名 当社における地位及び担当 出席回数／取締役会

1 大 垣
お お こ う ち

内 剛
たけし

（満50歳） 再 任 代表取締役社長 93%
（14回／15回）

2 加
か

藤
と う

伸
の ぶ

克
か つ

（満50歳） 再 任 取締役経営企画部長 100%
（15回／15回）

3 谷
た に

上
が み

淳
じゅん

子
こ

（満51歳） 再 任 取締役加盟店営業部長 87%
（13回／15回）

4 小
こ

森
も り

光
み つ

嘉
よ し

（満53歳）
再 任

社外取締役

独立役員

取締役 87%
（13回／15回）
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候補者
番号

1
大 垣

お お こ う ち

内 剛
たけし

再 任

生年月日
1973年６月14日（満50歳）
取締役在任年数
28年６ヶ月（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
93%（14回／15回）
所有する当社の株式数
562,200株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1995年 11月 有限会社アクアライン（現当社）設立 代表取締役社長（現
任）

2017年 ５月 リモデルコンシェルジュ株式会社 代表取締役社長
2020年 ９月 株式会社ＥＰＡＲＫくらしのレスキュー 代表取締役社長
2022年 10月 株式会社生活救急車 代表取締役（現任）

候補者
番号

2
加

か

藤
と う

伸克
の ぶ か つ

再 任

生年月日
1973年９月12日（満50歳）
取締役在任年数
６年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
100%（15回／15回）
所有する当社の株式数
15,200株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1997年 10月 株式会社クラシアン入社
2002年 ８月 株式会社ワールドメンテ（現当社）入社
2008年 ３月 営業企画部課長
2009年 ７月 業務部長
2011年 ５月 法人営業部長
2015年 ４月 経営企画部長
2018年 ５月 取締役経営企画部長（現任）

候補者
番号

3
谷
た に

上
が み

淳子
じゅん こ

再 任

生年月日
1972年12月12日（満51歳）
取締役在任年数
13年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
87%（13回／15回）
所有する当社の株式数
18,200株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1999年 １月 ココラホーム有限会社入社
2000年 １月 株式会社ジオン入社
2000年 ９月 当社入社
2007年 11月 業務部長
2008年 10月 営業部長
2011年 ５月 取締役営業部長
2021年 12月 取締役加盟店営業部長（現任）
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候補者
番号

4
小

こ

森
も り

光嘉
み つ よ し

再 任 社外取締役 独立役員

生年月日
1970年10月31日（満53歳）
取締役在任年数
５年（本株主総会終結時）
取締役会への出席状況
87%（13回／15回）
所有する当社の株式数
―株

略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1993年 ３月 東京大学理学部卒業
1997年 ３月 東京大学文学部卒業
2004年 11月 司法試験合格
2006年 10月 弁護士登録（第一東京弁護士会）石嵜・山中総合法律事務所

入所
2018年 １月 同事務所パートナー弁護士就任（現任）
2019年 ５月 当社取締役（現任）

（注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．小森光嘉氏は社外取締役候補者であり、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
３．小森光嘉氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
小森光嘉氏につきましては、弁護士として企業法務に携わってきた経験と専門知識を当社の経営に反映することが期待さ
れるため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役及び社外監査役となること以
外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると
判断いたしました。

４．当社は、小森光嘉氏との間で会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しており
ます。同氏の再任が承認された場合、当社は同氏との間で上記責任限定契約を継続する予定であります。

５．当社は、役員等賠償責任保険契約（以下、「Ｄ＆Ｏ保険」という。）を保険会社との間で締結しており、これにより、取締
役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するもの
を除く。）等を填補することとしております。なおＤ＆Ｏ保険の保険料は、全額を当社が負担しております。各候補者が取
締役に選任され就任した場合には、いずれの取締役もＤ＆Ｏ保険の被保険者となる予定であります。Ｄ＆Ｏ保険の保険期
間は１年間であり、更新する予定であります。

以 上
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1 企業集団の現況
１．当連結会計年度の事業の状況

❶ 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の行動制限が解除され、雇用・所得環境が

改善する中、景気は持ち直しの動きがみられます。一方、世界的な物価高や円安傾向が続く中、先行きは依然と
して不透明な状況が続いております。
当社グループを取り巻く経営環境につきましては、少子高齢化という人口構造の変化により、新設住宅着工戸

数の減少が予測されており、既存住宅の平均築年数は上昇しております。そのため、住宅の老朽化と共に、水ま
わりのトラブルを含む住宅の不具合は増える傾向にあります。
このような環境のもとで、当社グループは、2021年８月に消費者庁からの行政処分を受けたことに伴い、コ

ンプライアンス体制の構築・強化及び加盟店・協力店に対する「水まわりサービス支援事業」を中心にビジネス
モデルの移行を行いました。また従来から実施しているマネタイズや加盟店及び協力店向け支援サービスとし
て、研修などのサービスを開始しております。
なお、当社の連結子会社であった株式会社アームは、2023年４月に株式を譲渡したことに伴い連結の範囲か

ら除外しております。なお、連結の範囲から除外したことに伴い、フィットネス事業を報告セグメントから除外
しております。
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,838,532千円（前年同期比5.7％増）となりました。営業損

失は260,280千円（前年同期は257,009千円の営業損失）、経常損失は239,889千円（前年同期は241,491千円
の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純損失は212,559千円（前年同期は170,544千円の親会社株主に帰属
する当期純損失）となりました。
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売上高構成比
57％

売上高構成比
9％

売上高構成比
34％

◎各事業部門の状況は次のとおりであります。

・水まわりサービス支援事業
加盟店支援の体制強化に注力いたしましたが、繁忙期である第４四半期が暖冬だった影

響もあり入電数が計画を下回ったことから業績は低調に推移しました。また、加盟店等に
対する入金遅延債権について貸倒引当金繰入額を98,724千円計上しております。
以上の結果、当事業の売上高は2,776,716千円（前年同期比7.8％減）、営業損失は

319,906千円（前年同期は343,488千円の営業損失）となりました。

・広告メディア事業
2022年11月に株式会社生活救急車（旧社名、駆けつけ事業準備株式会社）の株式を取

得しており、事業としては主にタウンページを中心に広告の掲載を行い集客していること
から広告メディア事業に追加しております。
以上の結果、当事業の売上高は436,194千円（前年同期比75.7％増）、営業損失は

72,147千円（前年同期は14,818千円の営業損失）となりました。

・ミネラルウォーター事業
新型コロナウイルス感染症に伴う活動制限の緩和もありホテルを納品先としたプライベ

ートブランド商品の販売が回復しました。また、保存期間の長い備蓄用保存水需要の高ま
りを受け７年保存可能な保存水の販売や、ＳＤＧｓへ取り組む企業からの需要の高まりか
らアルミ缶ミネラルウォーターの販売が好調に推移しました。
以上の結果、当事業の売上高は1,625,620千円（前年同期比28.6％増）、営業利益は

131,666千円（前年同期比28.3％増）となりました。

❷ 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は13,648千円であり、その主なものは、広告メディア事業における

ソフトウエア仮勘定9,900千円であります。

❸ 資金調達の状況
当連結会計年度中、2023年11月９日に第三者割当による新株式334,961千円の発行をいたしました。

2024年04月26日 14時37分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



事業報告

11

２．財産及び損益の状況

❶ 企業集団の財産及び損益の状況

区分 第26期
（2021年２月期）

第27期
（2022年２月期）

第28期
（2023年２月期）

第29期
（当連結会計年度）
（2024年２月期）

売上高（千円） 6,025,332 5,260,310 4,575,488 4,838,532
経常損失（△）（千円） △440,708 △516,441 △241,491 △239,889
親会社株主に帰属する当期純損
失（△）（千円） △645,130 △549,878 △170,544 △212,559
１株当たり当期純損失（△）
（円） △320.81 △275.40 △79.78 △70.81
総資産（千円） 2,687,706 2,113,799 2,021,990 1,405,617
純資産（千円） 1,009,689 455,526 135,585 384,908
１株当たり純資産額（円） 264.81 5.23 15.62 92.87
（注）第28期より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、

第28期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用したのちの数値を記載しておりま
す。

❷ 当社の財産及び損益の状況

区分 第26期
（2021年２月期）

第27期
（2022年２月期）

第28期
（2023年２月期）

第29期
（当事業年度）
（2024年２月期）

売上高（千円） 5,855,439 4,912,422 4,351,117 4,455,476
経常損失（△）（千円） △254,869 △431,638 △203,331 △132,311
当期純損失（△）（千円） △547,298 △507,384 △307,787 △161,633
１株当たり当期純損失（△）
（円） △272.16 △254.12 △143.99 △53.85
総資産（千円） 2,203,828 1,740,156 1,842,399 1,361,215
純資産（千円） 623,126 148,156 40,352 393,647
１株当たり純資産額（円） 312.14 69.35 15.52 106.59
（注）第28期より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、

第28期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用したのちの数値を記載しておりま
す。
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第27期第26期 第28期 第29期
（当連結会計年度）

第27期第26期 第28期 第29期
（当連結会計年度）

第29期
（当連結会計年度）

第27期第26期 第28期 第29期
（当連結会計年度）

第29期
（当連結会計年度）

第29期
（当連結会計年度）

6,025

△ 440

第26期 第27期 第28期

△ 645

第26期 第27期 第28期

2,687

第26期 第27期 第28期

1,009

△ 516

5,260
△ 549

2,113

455

4,575
△ 241 △ 170

2,021

135

4,838
△ 239 △ 212

1,405
384

19.7

0.5 2.0

24.4

売上高（百万円）

総資産（百万円）

経常利益（百万円）

純資産（百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）

自己資本比率（％）

３．重要な親会社及び子会社の状況

❶ 親会社に関する事項
該当事項はありません。

❷ 重要な子会社に関する事項

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社生活救急車 1,000千円 51％ インターネット広告
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４．対処すべき課題

主力事業である水まわりサービス事業においては、「修理業」ではなく「サービス業」として自らを位置づけ、
サービススタッフを正社員で雇用することにより、研修の充実、教育の徹底、人員確保に注力し、他社との差別
化を図ってまいりましたが、現在は、加盟店に対する支援サービスへ完全移行しております。今後も、時代と共
に変化する、お客様のニーズに対応できるよう、個々のサービススタッフの技術力及びサービス品質並びに営業
力の向上に努め、より良いサービスの提供により、お客様の信頼を高められるよう努めます。
また、法令及び社会的規範の遵守、商品の安全性並びに施工品質管理体制等、企業の社会的責任にお客様の厳

しい目が向けられているなか、企業価値と収益力を向上させるために、以下の事項の推進・強化に取り組んでま
いります。

❶ コスト競争力の強化
資材調達から販売にいたる全ての部門において、業務手順及びシステム機能の見直しや間接業務のスリム化に

取り組み、スケールメリットを追求することで、販管費を相対的に抑制し、コスト競争力の強化に努めてまいり
ます。

❷ ストックビジネス強化による収益安定化
当社グループでは、主力事業の水まわりサービス支援事業がスポットビジネスであるのに対し、ミネラルウォ

ーター事業はクライアント数や契約数を蓄積するストックビジネスとして事業を拡大しており、収益安定化を目
指しております。ミネラルウォーターの事業については、大学・ホテルを中心にクライアント数を伸ばしており
ますが、今後は、新規クライアント獲得に注力する一方、既存クライアントの満足度を上げリピート購入増加も
目指し様々な営業展開を行ってまいります。

❸ 人材の確保・育成
当社グループは、事業領域を拡大するため、優秀な人材を確保及び人材を育成していくことが必要不可欠であ

ると認識しております。計画的に新卒採用及び中途採用を実施し、優秀な人材の確保に注力していく方針であり
ます。また、人材育成面においても、社内教育・研修制度の拡充を図り、継続的に業務知識やスキルの習得を図
り、マネジメントを担う人材の教育に取り組んでまいります。
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❹ 事業領域の拡大
今後の事業展開を加速させ、事業領域を拡大するために、国内外におけるＭ＆Ａによる小規模事業者の買収

や、事業シナジーの創出を目的としたアライアンスの締結を事業展開の選択肢の一つとして考えております。な
お、Ｍ＆Ａを行う際には、対象企業の財務内容や契約関係等について、弁護士・税理士・公認会計士等の外部専
門家の助言を含めたデューデリジェンスを実施し、様々な角度から検討を行います。

❺ 経営管理体制の強化
当社グループは、企業価値を高め、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信用され、支持される企業

となるために、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取り組みが不可欠であると考えております。更なる企業
規模の拡大の基盤となる経営管理組織を拡充していくため、今後においても経営の意思決定の明確化、組織体制
の最適化、内部監査体制の充実及び監査役並びに会計監査人による監査との連携を強化し、加えて全従業員に対
しても、継続的な啓蒙、教育活動を行ってまいります。

❻ コンプライアンス体制の構築・強化
当社グループは、2021年11月30日付で特定商取引法を中心としたコンプライアンスに関する第三者委員会の

調査報告書を受領し、指摘された原因及び再発防止策の提言を真摯に受け止め、以下のとおり再発防止策に取り
組んでまいります。
イ．コンプライアンス体制の構築・強化
・経営理念に対する発言（毎月）
・コンプライアンス・ガバナンスに対する研修（毎月）
・加盟店営業部の創設予定
・コンプライアンス委員会（四半期）
・管理部門の強化

ロ．内部監査の権限強化
ハ．人事評価制度の見直し
二．顧客からのクレームなどの情報共有
・コンプライアンス委員会への情報共有（四半期）
・内部監査部との連携（毎月）

ホ．事業モデルの再考を視野に入れた改革
ヘ．各種規程並びにマニュアルの改訂
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❼ 継続企業の前提に関する重要事項等について
当社グループは、過年度より継続して、営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上して

おり、また、当連結会計年度においても、「水まわりサービス支援事業」へビジネスモデルを移行したものの加
盟店等でのスタッフが不足していること、及び入電数の回復が当初見込みからは緩やかなものとなったことによ
り、引き続き営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関す
る重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。
連結計算書類作成会社である当社は、当該状況を解消すべく、事業収支の改善と資金繰りの安定化を図り、当

該状況の解消、改善に努めてまいります。しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

５．主要な事業内容（2024年２月29日現在）

事業区分 事業内容

水まわりサービス支援事業 給排水・衛生設備に係る緊急修理・保守サービスの加盟店支援

広告メディア事業 インターネット広告、生活メディア運営

ミネラルウォーター事業 ミネラルウォーターの販売・ウォーターディスペンサーの取扱い

６．主要な営業所（2024年２月29日現在）

❶ 当社

広島本社 広島県広島市中区上八丁堀８番８号

東京本社 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号

❷ 子会社

株式会社生活救急車 本社：愛知県名古屋市中区錦一丁目10番20号
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７．従業員の状況（2024年２月29日現在）

❶ 企業集団の従業員の状況 67名
（注）従業員数には、パート従業員を含んでおりません。

❷ 当社の従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

52名 107名減 36.7歳 5.4年
（注）従業員数には、パート従業員を含んでおりません。また、従業員数減少の主な理由は、他社への出向を行ったためであります。

８．主要な借入先の状況（2024年２月29日現在）

借入先 借入額

城南信用金庫 69,660千円
株式会社山陰合同銀行 65,000

株式会社三井住友銀行 53,348

株式会社関西みらい銀行 49,990

株式会社きらぼし銀行 25,030
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2 株式の状況（2024年２月29日現在）

１．発行可能株式総数 6,400,000株

２．発行済株式の総数 3,729,429株

３．株主数 1,520名

４．大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 736,400株 19.9％

株式会社クシムインサイト 704,800 19.1

大垣内 剛 562,200 15.2

綿引 一 397,900 10.8

大垣内 好江 125,000 3.4

榊原 暢宏 110,600 3.0

アクアライン従業員持株会 70,400 1.9

株式会社ポイントラグ 33,300 0.9

寒川 登代志 33,100 0.9

株式会社イースマイル 33,000 0.9
（注）持株比率は自己株式（36,367株）を控除して計算しております。
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3 新株予約権等の状況
１．当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予
約権の状況

該当事項はありません。

２．当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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4 会社役員の状況
１．取締役及び監査役の状況（2024年２月29日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 大垣内 剛 株式会社生活救急車代表取締役

取締役 谷上 淳子 加盟店営業部長

取締役 加藤 伸克 経営企画部長

取締役 山本 寿樹 ミネラルウォーター事業部長

取締役 小森 光嘉 石嵜・山中総合法律事務所パートナー弁護士

常勤監査役 宮嶋 淳 株式会社ＡＭコンサルティング代表取締役

監査役 大江 隆

監査役 石井 睦子 株式会社いしい事務所代表取締役社長
（注）１．取締役小森光嘉氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役宮嶋淳氏、監査役大江隆氏及び監査役石井睦子氏は、社外監査役であります。
３．監査役石井睦子氏は、税理士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、取締役小森光嘉氏、常勤監査役宮嶋淳氏、監査役大江隆氏及び監査役石井睦子氏を東京証券取引所に定める独立役

員として同取引所に届け出ております。
５．2023年５月31日開催の第28期定時株主総会において、宮嶋淳氏が監査役に新たに選任され、就任いたしました。
６．小野博氏は、2023年５月31日開催の第28期定時株主総会において、任期満了により監査役を退任いたしました。

２．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役及び監査役並びに子会社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定す
る役員等賠償責任保険契約（以下、「Ｄ＆Ｏ保険」という。）を保険会社との間で締結しており、これにより、取
締役・監査役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免
責事由に該当するものを除く。）等を補填することとしております。なお、Ｄ＆Ｏ保険の保険料は、全額当社が
負担しております。
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３．取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 賞与 役員特別

功労金
取締役
（社外取締役を除く。） 68,134 68,134 ― ― ― 4

監査役
（社外監査役を除く。） ― ― ― ― ― ―

社外取締役 3,600 3,600 ― ― ― 1

社外監査役 9,840 9,840 ― ― ― 4

（注）１．取締役の報酬限度額は、2010年５月29日開催の第15期定時株主総会において、年額150,000千円以内（ただし、使用人分
給与は含まない。）と決議されております。上記決議を行った際の取締役の員数は４名（うち社外取締役１名）になります。

２．監査役の報酬限度額は、2017年５月30日開催の第22期定時株主総会において、年額20,000千円以内と決議されておりま
す。上記決議を行った際の監査役の員数は３名になります。

３．取締役会は、代表取締役社長大垣内剛氏に各取締役の報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、各取締役の担
当業務、業績、貢献度等について総合的に評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。

４．社外役員に関する事項

❶ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役小森光嘉氏は、石嵜・山中総合法律事務所のパートナー弁護士であります。当社と兼務先との間には特
別の関係はありません。

・監査役宮嶋淳氏は、株式会社ＡＭコンサルティングの代表取締役であります。当社と兼職先との間には特別の
関係はありません。

・監査役石井睦子氏は、株式会社いしい事務所の代表取締役社長であります。当社と兼職先との間には特別の関
係はありません。
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❷ 当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況並びに社外取締役が果たすことが
期待される役割に対して行った職務の概要

取締役 小森 光嘉
当事業年度に開催された取締役会15回のうち13回に出席いたしました。出席した
取締役会において、主に弁護士としての専門的見地から、幅広い見識に基づき発言
を適宜行っております。

常勤監査役 宮嶋 淳
社外取締役就任後に開催された当事業年度に開催された取締役会11回全てに出席
し、また監査役会９回全てに出席いたしました。当社の経営上有用な指摘、発言を
適宜行っております。

監査役 大江 隆 当事業年度に開催された取締役会15回全てに出席し、また監査役会13回全てに出
席いたしました。当社の経営上有用な指摘、発言を適宜行っております。

監査役 石井 睦子
当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席し、また監査役会13回全
てに出席いたしました。主に税理士としての専門的見地から、当社の経営上有用な
指摘、発言を適宜行っております。

❸ 責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役小森光嘉氏及び常勤監査役宮嶋淳氏、監査役大江隆氏並びに監査役石井睦子氏との間で、それ

ぞれ会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償の限
度額は、法令に定める最低責任限度額であります。
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5 会計監査人の状況
１．名称 監査法人やまぶき

２．報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確

に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出根拠などが適正であるかどうかに
ついて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

３．非監査業務の内容

該当事項はありません。

４．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会が監査

役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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株主総会
報告 報告 報告

報告

報告

指示
指示

連携

連携

相談

助言

内部監査

連携

監査

監査

出席

選定
監督・解職

指示

指示報告

報告

報告

選任・解任 選任・解任 選任・解任

取締役会
取締役５名

（内、社外取締役１名）

監査役会
監査役３名

（内、社外監査役３名）

弁護士
税理士

社会保険労務士

会計監査人

代表取締役社長

内部統制委員会 内部監査室

各業務部門

6 会社の体制及び方針
１．コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

当社は、“すべての人の「FIRST BEST」に” を経営スローガンとして、お客様、取引先、従業員、社会及び株
主等のステークホルダーから、真に信頼され、評価されることを目指しております。この理念を実現し、企業と
しての社会的責任を果たすために、コーポレート・ガバナンスの基本原則を、経営の効率性を高め、企業活動を
通じて継続的に収益を上げることにより企業価値を最大化することであると考えます。
その実現を図っていくために、当社では、全役職員がそれぞれの役割を理解し法令遵守のもと適切に事業活動

に取り組み、取締役会、監査役会及び内部統制委員会を中心として、活動を律する枠組みであるコーポレート・
ガバナンス体制を構築し、その強化に努めております。
当社は、取締役会、監査役会を設置しております。当社のコーポレート・ガバナンス体制に係る各機関、組織

は以下のとおりであります。
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２．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
❶ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び使用人が法令・定款・社会規範を遵守して、職務を遂行するために、コンプライアンス体制を構

築し、推進するため「コンプライアンス規程」「倫理規程」を制定する。
② 代表取締役社長指揮のもと、担当取締役を任命し、横断的なコンプライアンス体制推進の総責任者として、

コンプライアンス体制の整備を図るとともに、総務部が取締役、使用人の教育を行う。
③ 取締役会は法令遵守のための体制を含む内部統制システムの整備方針・計画について決定するとともに、担

当取締役から、状況報告を受け、更なる推進を図る。
④ コンプライアンス違反につながる行為等を抑止するため、「公益通報取扱規程」を定め、外部の弁護士およ

び社内に相談窓口を設置する。
⑤ 財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的

に評価するとともに、維持・改善を図る。

❷ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務の執行にかかる情報（株主総会議事録、取締役会議事録、取締役会稟議書兼報告書、契約書

等）の保存は「文書管理規程」に基づき、適切に保存管理を行う。
② 取締役及び監査役は常時上記の文書を閲覧できる。

❸ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 取締役会は、当社の経営に係るあらゆる損失に対応すべく、あらかじめ想定されるリスクの把握を行い、危

機発生時に必要な対応方針と体制を整備し、損失を最低限にとどめる。会社の経営リスクに対して適切かつ
継続的なリスク管理を行うとともに、常に適切に運営されるように改善を図る。

② 取締役は、担当職務の執行に必要なリスクの把握、分析及び評価を行い、取締役会等に対して、重要な経営
判断資料として提供する。「組織規程」に定められた部長以上の職位を有するものは、担当職務の内容を整
理し、内在するリスクを把握、分析及び評価を行ったうえで、適切な対策を実施するとともに、かかるリス
クマネジメントを監督し、定期的に見直す。

③ 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置又は対応者を定め、迅速な対応に
よる損失拡大の防止に努める。

2024年04月26日 14時37分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



事業報告

25

❹ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則各月に開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督

を行う。
② 取締役会の決定に基づく業務の執行については、「組織規程」「業務分掌規程」に基づきこれを執行する。

❺ 当社及び関係会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社を担当する部門を明確にし、子会社に対する指導を適切に行う。
② 監査役は、内部監査部門と連携をとり、子会社の監査を行い、意見を述べるなど子会社の業務の適正を確保

する体制を整える。

❻ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役を
補助すべき使用人を置く。

② 監査役を補助する使用人は、監査役補助業務に関しては、監査役の指揮命令にのみ服するものとし、取締役
及び他の業務執行組織の指揮命令は受けないものとする。また、取締役は当該使用人の選定、異動、評価、
処分等の人事関連事項に関しては、監査役の同意を得る。

❼ 当社及び関係会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制

① 取締役は、取締役会等の重要な会議において、随時その担当する業務の執行状況及び内部体制に関する報告
を行う。

② 当社及び関係会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実について、発見次第
速やかに監査役に対して報告を行う。

③ 当社及び関係会社の取締役及び使用人が、監査役に前項の報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受
けないよう徹底する。

④ 監査役は取締役会その他の重要な会議に出席するとともに、稟議書など業務執行に係る重要な文書を閲覧
し、取締役及び使用人の説明を求めることができる。

❽ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 代表取締役社長と監査役は相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を持つ。
② 監査役会は、会計監査人と定期的に意見交換会を開催する。
③ 監査役の職務の執行について生ずる費用等の前払い又は弁済等の請求があった場合には、当該請求に係る費

用が監査役の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、所定の手続きに従いこれに応じ
る。
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❾ 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方等
社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して、一切関係を持たず、経済的な利益を供

与せず、また違法・不当な要求に毅然として応じないことを基本的な考え方とし、これを実現するために、「反
社会的勢力対策規程」を定め所管部門によるコンプライアンス教育を徹底するとともに、所轄警察署及び弁護士
等の外部専門機関との連携を図る。

３．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、取締役会で決議しております「内部統制システムの構築に関する基本方針」をもとに取り組み、適
宜、内容の見直しを行っております。内部統制委員会において、経営上のリスクを抽出したうえで、必要に応じ
て社内規定等の見直しを行うことにより、適切な内部統制システムの運用を図っております。さらに内部監査部
がその運用状況を随時モニタリングしており、その結果を内部統制委員会へ報告することで、より適切な内部統
制システムの運用を行っております。
なお、コンプライアンスに係る機能を強化するため、外部の弁護士及び社外役員並びに担当役員・各部門長で

構成する「コンプライアンス委員会」を設置いたしました。同委員会は、問題事象の対処方針などについて、執
行部門に対して必要に応じ直接指導、助言し内部統制委員会に定期的に報告を行います。また、当社グループの
コンプライアンスの推進状況について、「コンプライアンス・法務室」から報告を受け、コンプライアンス委員
会から、執行部門に対して指導、助言を行います。加えて、内部統制委員会に報告します。重要な事案について
「コンプライアンス委員会」にて事前協議のうえ、内部統制委員会で審議、取締役会で決定しています。

４．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題として、必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を行うこと
を基本方針としております。業績等を見極めたうえで配当することとしているため、年１回の期末配当を基本方
針としております。当期の配当につきましては、当期の業績を勘案し、誠に遺憾ながら無配とさせていただきま
した。今後については、経営成績や財務状況等を勘案しつつ配当の可否を決定する方針であります。
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連結貸借対照表 （単位：千円）

科 目
（ご参考）
第28期

2023年2月28日
現在

第29期
2024年2月29日

現在

資産の部

流動資産 1,494,166 879,057

現金及び預金 129,341 58,841

売掛金 655,759 512,307

商品及び製品 28,976 32,988

原材料及び貯蔵品 106,440 90,332

前払費用 149,859 196,537

未収入金 383,330 70,950

その他 41,691 19,366

貸倒引当金 △1,233 △102,268

固定資産 527,824 526,560

有形固定資産 101,094 65,573

建物 32,196 29,524

車両運搬具 285 2

リース資産 62,017 30,654

その他 6,595 5,392

無形固定資産 64,359 54,410

ソフトウエア 60,480 40,660

その他 3,879 13,749

投資その他の資産 362,369 406,576

投資有価証券 100,814 200,476

差入保証金 154,046 173,467

その他 118,150 103,151

貸倒引当金 △10,641 △70,518

資産合計 2,021,990 1,405,617

科 目
（ご参考）
第28期

2023年2月28日
現在

第29期
2024年2月29日

現在

負債の部
流動負債 1,544,538 898,202

買掛金 139,365 167,848
一年内償還予定の転換社
債型新株予約権付社債 180,000 ―

短期借入金 100,000 ―
一年内返済予定の長期借
入金 186,752 170,112

リース債務 69,330 51,830
未払金 483,160 420,583
未払法人税等 2,115 10,713
預り金 310,784 19,745
賞与引当金 3,387 7,538
工事補償引当金 785 ―
その他 68,857 49,830

固定負債 341,867 122,506
長期借入金 263,028 92,916
リース債務 72,839 19,564
繰延税金負債 ― 4,026
その他 6,000 6,000

負債合計 1,886,405 1,020,709
純資産の部

株主資本 40,620 342,990

資本金 415,791 673,272

資本剰余金 335,791 593,272

利益剰余金 △687,569 △900,128

自己株式 △23,393 △23,425

非支配株主持分 94,964 41,918

純資産合計 135,585 384,908

負債純資産合計 2,021,990 1,405,617
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●連結損益計算書 （単位：千円）

科 目
（ご参考）
第28期

2022年３月１日から
2023年２月28日まで

第29期
2023年３月１日から
2024年２月29日まで

売上高 4,575,488 4,838,532
売上原価 2,521,505 2,886,047
売上総利益 2,053,982 1,952,484
販売費及び一般管理費 2,310,992 2,212,765
営業損失（△） △257,009 △260,280
営業外収益 28,199 28,725
受取利息 2,630 7,284
受取配当金 6 6
受取手数料 23,086 16,492
助成金収入 978 ―
リース解約益 1,042 1,311
その他 455 3,630
営業外費用 12,681 8,334
支払利息 12,300 7,567
支払手数料 318 318
その他 61 448
経常損失（△） △241,491 △239,889
特別利益 50,339 115,846
固定資産売却益 2,138 1,667
投資有価証券売却益 1,020 ―
関係会社株式売却益 4,643 64,179
暗号資産売却益 29,504 ―
保険解約益 11,396 ―
受取保険金 ― 50,000
負ののれん発生益 1,637 ―

特別損失 ― 132,298
固定資産売却損 ― 49
投資有価証券評価損 ― 338
暗号資産評価損 ― 70,910
関係会社株式評価損 ― 999
貸倒引当金繰入額 ― 60,000
税金等調整前当期純損失（△） △191,151 △256,341
法人税、住民税及び事業税 2,124 5,237
法人税等調整額 △1,669 4,026
当期純損失（△） △191,606 △265,605
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △21,062 △53,046
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △170,544 △212,559
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●連結株主資本等変動計算書（2023年３月１日から2024年２月29日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 415,791 335,791 △687,569 △23,393 40,620

当期変動額

新株の発行 257,480 257,480 ― ― 514,961

親会社株主に帰属する当期
純損失（△） ― ― △212,559 ― △212,559

自己株式の取得 ― ― ― △32 △32

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） ― ― ― ― ―

当期変動額合計 257,480 257,480 △212,559 △32 302,369

当期末残高 673,272 593,272 △900,128 △23,425 342,990

非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 94,964 135,585

当期変動額

新株の発行 ― 514,961

親会社株主に帰属する当期
純損失（△） ― △212,559

自己株式の取得 ― △32

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △53,046 △53,046

当期変動額合計 △53,046 249,323

当期末残高 41,918 384,908
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連 結 注 記 表

１．継続企業の前提に関する注記
当社グループは、過年度より継続して、営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上

しており、また、当連結会計年度においても、「水まわりサービス支援事業」へビジネスモデルを移行した
ものの加盟店等でのスタッフが不足していること、及び入電数の回復が当初見込みからは緩やかなものとな
ったことにより、引き続き営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、継続
企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。
連結計算書類作成会社である当社は、当該状況を解消すべく、以下の対応を図ってまいります。

１．事業収支の改善
「水まわりサービス支援事業」として、当社正社員スタッフが修理等のサービスを提供することなく加

盟店のスタッフが通信販売形式によりサービスを提供し、当社はコールセンター業務等加盟店支援業務を
行う加盟店ビジネスモデルに移行いたしております。当社は創業29年のノウハウを活かし加盟店に対して
集客やシステム・コールセンター・採用の代行業務、加盟店従業員に対する技術・営業研修に注力してま
いります。合わせて、業務提携等によりさらなるサービスの向上を進めてまいります。「ミネラルウォー
ター事業」においては、備蓄用保存水の各省庁・防災商社への営業強化、法人向けオリジナルウォーター
の販売拡大、ＳＤＧｓ・環境対応商品の強化に努めてまいります。また、当社グループ全体の収益力を向
上させるため、業務等の効率的な運営を行い、経費の見直しや固定費の削減に努め事業収支の改善を引き
続き図ってまいります。

２．資金繰りの安定化
当連結会計年度末において現金及び預金残高は58,841千円であり、2023年11月に第三者割当増資に

よる新株の発行により334,961千円の調達を行ったものの前連結会計年度末に比べ70,500千円減少して
おります。このような状況の中、新株式の発行の検討、及び、メインバンクを中心とした取引金融機関な
どに対する資金支援の要請をしてまいります。

上記施策を推進し、事業収支の改善と資金繰りの安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めてまいりま
す。しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められます。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を連結計算書類に反映しておりません。
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２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 株式会社生活救急車
当社の連結子会社であった株式会社アームは、株式の譲渡に伴い連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の名称等
株式会社ライフサポート
株式会社そっけつこむ
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損失（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除いております。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の名称等
株式会社ライフサポート
株式会社そっけつこむ
持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損失（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がな
いため持分法の適用範囲から除いております。

（3）連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ａ．有価証券
イ．関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ｂ．棚卸資産
イ．商品、製品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）
ロ．貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却方法
ａ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
車両運搬具 ２年～６年
その他 ３年～20年

ｂ．無形固定資産（リース資産を除く）
イ．自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
ロ．その他の無形固定資産 定額法によっております。

ｃ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
ａ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準
当グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する時点は、以下のと

おりであります。
なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年内に取引対価を受領

しているため、重要な金融要素を含んでおりません。
（水まわりサービス支援事業)
収益は加盟店と顧客との契約において約束された対価に基づいて、履行義務が充足されるサービス役務
提供完了時点で認識しております。
（広告メディア事業）
収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除して測定しており、履行義務が充足さ
れる役務提供完了時点で認識しております。
(ミネラルウォーター事業)
収益は基本的に顧客による製品受領の検収時点で認識を行っております。
一部、顧客による検収を要しない製品の販売については、製品の引渡し時点において顧客が当該製品に
対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点での収益
を認識しております。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）

（1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 65,573千円
無形固定資産 54,410千円

（2) ① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
当グループは、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）がある資産又は資産グループにつ

いて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価
額を下回る場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。 回収可能価額には、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、正味売却価額は、
買取業者による見積価格等を基礎として合理的に算出しております。また、使用価値は、資産及び資産
グループの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローを現在価値
に割り引いて算出しております。
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② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
減損損失を認識するかどうかの判定及び現在価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フロー

は、経営環境などの外部要因に関する情報や当社が用いている内部の情報（予算など）を整合的に修正
し、資産又は資産グループの現在の状況や事業計画等を考慮し見積もっております。

（3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
業績の将来予測には主観的な判断や立証が困難な不確実性を伴う重要な会計上の見積が含まれることに

なり、将来の業績が予測を下回った場合、翌連結会計年度において減損損失の計上が必要となる可能性が
あります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 494,624千円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
（2）当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これらの契
約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 200,000千円
借入実行残高 －千円
差引残高 200,000千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首 増加 減少 当連結会計年度

末
普通株式 2,636,600株 1,092,829株 －株 3,729,429株

(注）発行済株式の総数の増加は、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使による増加355,029
株、第三者割当による新株の発行による増加737,800株であります。

（2）自己株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首 増加 減少 当連結会計年度

末
普通株式 36,316株 51株 －株 36,367株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

無配のため、記載事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

無配のため、記載事項はありません。

（4）新株予約権等に関する事項

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数 当連結会計
年度末残高当連結会計

年度期首 増加 減少 当連結会計
年度末

第１回無担保転換社債型新
株予約権付社債（2022年
２月28日発行）

普通株式 355,029株 －株 355,029株 －株 －千円

合計 355,029株 －株 355,029株 －株 －千円

（注１）新株予約権付社債の会計処理については、一括法によっています。
（注２）目的となる株式の数の減少は、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使による減少であり

ます。

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に関する取り組方針
当社は、事業計画に照らして、必要資金を金融機関等からの借入により調達しております。また、一時

的な余資の運用は、短期的な預金による運用に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされており、差入保証金は、取引先の信用リスクに
さらされております。営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１か月以内の支払期限であり
ます。短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金に必要な資金の調達を目的としたものであり、最終返
済日は決算日後、最長で３年後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ａ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金に係る顧客リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。
ｂ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま
す。

（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のな

い株式等は含まれておりません。
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投 資 有 価 証 券 千円
その他有価証券（※２） 200,000 200,000 ―

(2) 差 入 保 証 金 173,467 129,829 △43,638
資 産 計 373,467 329,829 △43,638
(3) 長 期 借 入 金 （※ 3） 263,028 262,035 △992
(4) リ ー ス 債 務 （※ 4） 71,394 70,967 △426
負 債 計 334,422 333,003 △1,418

（※１）現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金、未払法人税等、預り金については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
ます。

（※２）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度(千円)
非上場株式 476

（※３）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。
（※４）リース債務には、リース債務（流動負債）及びリース債務（固定負債）が含まれております。
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（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価
の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定
に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当する金融商品はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時 価 （千 円）
レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

(1) 投 資 有 価 証 券 千円
その他有価証券
社債 ― 200,000 ― 200,000

(2) 差 入 保 証 金 ― 129,829 ― 129,829
資 産 計 ― 329,829 ― 329,829
(3) 長 期 借 入 金 ― 262,035 ― 262,035
(4) リ ー ス 債 務 ― 70,967 ― 70,967
負 債 計 ― 333,003 ― 333,003

（注１）時価の算定方法に用いた評価技法及びインプットの説明
資 産
投資有価証券

当社が所有している債券等については、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価を
レベル２の時価に分類しております。
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差入保証金
差入保証金の時価は、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッシュ・フローを国債の利回り

等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

負 債
長期借入金、リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規発行、新規借入又はリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「２．連結計算書類作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記 （4）会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に同一の内
容を記載しているため、注記を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 92円87銭
（2）１株当たり当期純損失 70円81銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸借対照表 （単位：千円）

科 目
（ご参考）
第28期

2023年2月28日
現在

第29期
2024年2月29日

現在

資産の部
流動資産 1,275,698 788,112
現金及び預金 126,762 56,326
売掛金 655,308 481,246
商品及び製品 28,597 32,935
原材料及び貯蔵品 105,938 90,207
前払費用 24,417 38,626
関係会社短期貸付金 ― 61,613
未収入金 306,464 126,129
その他 29,198 3,116
貸倒引当金 △988 △102,089

固定資産 566,700 573,102
有形固定資産 100,708 65,157
建物 32,196 29,524
車両運搬具 285 2
工具、器具及び備品 6,209 4,977
リース資産 62,017 30,654
無形固定資産 36,224 28,795
ソフトウエア 32,374 24,946
その他 3,849 3,849
投資その他の資産 429,767 479,149
投資有価証券 100,814 200,476
関係会社株式 104,720 103,720
出資金 170 170
長期貸付金 5,144 65,144
関係会社長期貸付金 60,000 ―
破産更生債権等 2,049 2,080
長期前払費用 1,768 2,697
差入保証金 122,170 142,767
その他 103,571 32,611
貸倒引当金 △70,641 △70,518

資産合計 1,842,399 1,361,215

科 目
（ご参考）
第28期

2023年2月28日
現在

第29期
2024年2月29日

現在

負債の部
流動負債 1,460,180 845,061

買掛金 139,279 167,848
一年内償還予定の転換社債
型新株予約権付社債 180,000 ―
短期借入金 100,000 ―
一年内返済予定の長期借入
金 186,752 170,112
リース債務 69,330 51,830
未払金 416,094 375,012
未払費用 1,717 8,345
未払法人税等 1,299 10,565
未払消費税等 5,894 10,766
前受金 50,164 30,451
預り金 308,864 20,129
工事補償引当金 785 ―

固定負債 341,867 122,506
長期借入金 263,028 92,916
リース債務 72,839 19,564
繰延税金負債 ― 4,026
その他 6,000 6,000

負債合計 1,802,047 967,568
純資産の部
株主資本 40,352 393,647
資本金 415,791 673,272
資本剰余金 335,791 593,272
資本準備金 335,791 593,272
利益剰余金 △687,837 △849,471
利益準備金 960 960
その他利益剰余金 △688,797 △850,431
繰越利益剰余金 △688,797 △850,431

自己株式 △23,393 △23,425
純資産合計 40,352 393,647
負債純資産合計 1,842,399 1,361,215
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損益計算書 （単位：千円）

科 目
（ご参考）
第28期

2022年３月１日から
2023年２月28日まで

第29期
2023年３月１日から
2024年２月29日まで

売上高 4,351,117 4,455,476
売上原価 2,318,717 2,334,721
売上総利益 2,032,400 2,120,755
販売費及び一般管理費 2,272,740 2,333,229
営業損失（△） △240,339 △212,474
営業外収益 49,661 88,497
受取利息 3,530 7,284
受取配当金 6 6
受取手数料 43,711 76,492
助成金収入 978 ―
リース解約益 1,042 1,311
その他 393 3,402
営業外費用 12,653 8,334
支払利息 12,300 7,567
支払手数料 318 318
その他 33 448
経常損失（△） △203,331 △132,311
特別利益 44,058 51,667
固定資産売却益 2,138 1,667
投資有価証券売却益 1,020 ―
暗号資産売却益 29,504 ―
保険解約益 11,396 ―
受取保険金 ― 50,000
特別損失 147,464 72,298
固定資産売却損 ― 49
関係会社株式売却損 147,464 ―
投資有価証券評価損 ― 338
暗号資産評価損 ― 70,910
関係会社株式評価損 ― 999
税引前当期純損失（△） △306,737 △152,942
法人税、住民税及び事業税 1,050 4,663
法人税等調整額 ― 4,026
当期純損失（△） △307,787 △161,633
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株主資本等変動計算書（2023年３月１日から2024年２月29日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 415,791 335,791 335,791 960 △688,797 △687,837 △23,393 40,352

当期変動額

新株の発行 257,480 257,480 257,480 ― ― ― ― 514,961

当期純損失（△） ― ― ― ― △161,633 △161,633 ― △161,633

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △32 △32

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 257,480 257,480 257,480 ― △161,633 △161,633 △32 353,295

当期末残高 673,272 593,272 593,272 960 △850,431 △849,471 △23,425 393,647

純資産合計

当期首残高 40,352

当期変動額

新株の発行 514,961

当期純損失（△） △161,633

自己株式の取得 △32

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ―

当期変動額合計 353,295

当期末残高 393,647
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個 別 注 記 表

１．継続企業の前提に関する注記
当社は、過年度より継続して、営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、また、当事業年度に

おいても、「水まわりサービス支援事業」へビジネスモデルを移行したものの加盟店等でのスタッフが不足
していること、及び入電数の回復が当初見込みからは緩やかなものとなったことにより、引き続き営業損
失、経常損失及び当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる事象又は状
況が存在しております。
１．事業収支の改善

「水まわりサービス支援事業」として、当社正社員スタッフが修理等のサービスを提供することなく加
盟店のスタッフが通信販売形式によりサービスを提供し、当社はコールセンター業務等加盟店支援業務を
行う加盟店ビジネスモデルに移行いたしております。当社は創業29年のノウハウを活かし加盟店に対して
集客やシステム・コールセンター・採用の代行業務、加盟店従業員に対する技術・営業研修に注力してま
いります。合わせて、業務提携等によりさらなるサービスの向上を進めてまいります。「ミネラルウォー
ター事業」においては、備蓄用保存水の各省庁・防災商社への営業強化、法人向けオリジナルウォーター
の販売拡大、ＳＤＧｓ・環境対応商品の強化に努めてまいります。また、当社グループ全体の収益力を向
上させるため、業務等の効率的な運営を行い、経費の見直しや固定費の削減に努め事業収支の改善を引き
続き図ってまいります。

２．資金繰りの安定化
当事業年度末において現金及び預金残高は56,326千円であり、2023年11月に第三者割当増資による

新株の発行により334,961千円の調達を行ったものの前事業年度末に比べ70,435千円減少しております。
このような状況の中、新株式の発行の検討、及び、メインバンクを中心とした取引金融機関などに対する
資金支援の要請をしてまいります。

上記施策を推進し、事業収支の改善と資金繰りの安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めてまいりま
す。しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められます。
なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

計算書類に反映しておりません。
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２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
ａ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ｂ．その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
ａ．商品、製品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）
ｂ．貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法に
よっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
車両運搬具 ２年～６年
工具、器具及び備品 ３年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ａ．自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
ｂ．その他の無形固定資産 定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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（4）収益及び費用の計上基準
当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する時点は、以下のとおりでありま

す。なお、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、支払条件により一年内に取引対価を受領して
いるため、重要な金融要素を含んでおりません。
（水まわりサービス支援事業)

収益は加盟店と顧客との契約において約束された対価に基づいて、履行義務が充足されるサービス役務提
供完了時点で認識しております。

（広告メディア事業）
収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除して測定しており、履行義務が充足され

る役務提供完了時点で認識しております。
(ミネラルウォーター事業)

収益は基本的に顧客による製品受領の検収時点で認識を行っております。一部、顧客による検収を要しな
い製品の販売については、製品の引渡し時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履
行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点での収益を認識しております。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 65,157千円
無形固定資産 28,795千円

（2) ① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法
当社は、減損が生じている可能性を示す事象（減損の兆候）がある資産又は資産グループについて、

当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下
回る場合は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
回収可能価額には、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、正味売却価額は、買取業
者による見積価格等を基礎として合理的に算出しております。また、使用価値は、資産及び資産グルー
プの継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローを現在価値に割り
引いて算出しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
減損損失を認識するかどうかの判定及び現在価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フロー

は、経営環境などの外部要因に関する情報や当社が用いている内部の情報（予算など）を整合的に修正
し、資産又は資産グループの現在の状況や事業計画等を考慮し見積もっております。
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（3) 翌事業年度の計算書類に与える影響
業績の将来予測には主観的な判断や立証が困難な不確実性を伴う重要な会計上の見積が含まれることに

なり、将来の業績が予測を下回った場合、翌事業年度において減損損失の計上が必要となる可能性があり
ます。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 492,479千円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。
短期金銭債権 148,452千円
短期金銭債務 67,961千円

（3）当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これらの契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 200,000千円
借入実行残高 ―千円
差引残高 200,000千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引高
売上高 29,681千円
売上原価 361,410千円
販売費及び一般管理費 136,794千円

営業取引以外の取引による取引高 64,492千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 36,316株 51株 －株 36,367株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
棚卸資産評価損 459千円
未払事業税 2,240
投資有価証券評価損 9,784
関係会社株式評価損 303
貸倒引当金 52,472
固定資産減損損失 21,668
繰越欠損金 413,595
その他 2,791

繰延税金資産小計 503,316
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △413,595
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △89,721
評価性引当額小計 △503,316
繰延税金資産合計 ―
繰延税金負債
投資暗号資産評価損益 △4,026

繰延税金負債小計 △4,026
繰延税金負債の純額（△） △4,026
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

主要株主
（法人）

ジャパンベスト
レスキューシス
テム株式会社

被所有
直接19.9％
［3.0%］

水まわりの修
繕・工事及び
関連業務に係
る業務提携

材料の仕入
(注２) 361,410 買掛金 55,885

主要株主
（法人）

株式会社クシム
インサイト

被所有
直接19.1％ 資金の調達

第三者割当
増資
(注３)

319,979 ― ー

（注１）議決権等の所有（被所有）割合の［ ］内は、緊密な者の被所有割合で外数であります。
（注２）材料の仕入については、両社協議のうえ決定しております。
（注３）第三者割当増資については、2023年10月24日開催の当社取締役会において決議されたものであり、

当社が発行した新株式737,800株のうち、株式会社クシムインサイトが１株につき454円で704,800
株引き受けたものであります。なお、１株当たりの発行価額は上記取締役会決議日の直前営業日におけ
る株式会社東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値から5.81%をディスカウントした金額であ
ります。

（２）関連会社等
（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 株式会社生活救
急車

所有
直接51.0％ 業務の受託

資金の貸付

業務の受託
(注１)

61,613

60,000

関係会社短
期貸付金
(注２）
未収入金
(注２）

61,613

61,112

子会社 株式会社そっけ
つこむ

所有
間接100.0％

水まわりの材
料販売及び業
務の受託

材料の販売
(注１) 29,652 売掛金 22,463

（注１）業務の受託、材料の販売については、両社協議のうえ決定しております。
（注２）株式会社生活救急車に対する関係会社短期貸付金及び未収入金に対し、貸倒引当金115千円を計上して

おります。
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９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「２．重要な会計方針に係る

事項に関する注記 （4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 106円59銭
（2）１株当たり当期純損失 53円85銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制の適用会社であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年４月25日

株式会社アクアライン
取締役会 御中

監査法人やまぶき
東京事務所

指定社員
業務執行社員 公認会計士 西岡 朋晃
指定社員
業務執行社員 公認会計士 江口 二郎

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アクアラインの2023年３月１日から2024年２月29日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ア
クアライン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は過年度より継続して営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属

する当期純損失を計上し、当連結会計年度においても営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上している
ことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注
記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類
に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
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・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年４月25日

株式会社アクアライン
取締役会 御中

監査法人やまぶき
東京事務所

指定社員
業務執行社員 公認会計士 西岡 朋晃
指定社員
業務執行社員 公認会計士 江口 二郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アクアラインの2023年３月１日から2024年２月29日

までの第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は過年度より継続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上

し、当事業年度においても営業損失、経常損失及び当期純損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又
は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類等は継続企業を前
提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類等に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算
書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第29期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子
会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制 (内部統制システム) について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」 (2005年10
月28日企業会計審議会) 等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 (貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表) 及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人やまぶきの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年４月25日
株式会社アクアライン 監査役会
常勤監査役（社外監査役）宮 嶋 淳 ㊞
社外監査役 大 江 隆 ㊞
社外監査役 石 井 睦 子 ㊞

以 上
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※駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場
はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

新霞が関ビルディング「灘尾ホール」
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なだお
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